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Abstract:
This report was intended to clarify a characteristic of the civics by examining an "Elementary 
Citizen" textbook published in December, 1945 of the U.S. military administration period in Korea.
I clarified contents and a method of the moral education in “ The Civics” and tried consideration 
about the historic significance.
At first, Korean Language Society was in charge of the making of the "elementary citizen" 
textbook. Therefore   “ The Civics” had nationalism, a nationalism-like characteristic. Second, the 
moral education in the citizen had effect from "Syushin" in contents and a method.
It was abolished   “ Syushin” after the war, and civics was started newly.
But, Influence of "Syushin" strongly won through up to moral education in the civics.
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１．はじめに
　本稿は、現代韓国における道徳教育の本質に関する研究の一環として、米軍政期の1945年12月に
刊行された『初等公民』教科書を検討することにより、道徳科の形成以前に展開された道徳教育と
しての公民科の性格とその歴史的な意義を明らかにすることを目的とする。
　1945年8月に米軍が朝鮮（現在の韓国）を占領すると間もなく、米軍政庁は日本の植民地支配に
機能的な役割を果たしていた学校教育の改革に着手し、教科目の種類や内容について大幅な改革を
断行した。例えば、1945年9月17日の一般命令第4号「新朝鮮の朝鮮人のための教育方針」および同
年9月29日の法令第6号では、「国史」や「修身」、「国語」のような「日本色」を含む教科目の中止
と「日本」に関する内容を含む教科書や教師用指導書等の使用禁止、そして「日本」に関する教育
活動の全面的な禁止を通達していた。したがってこれらの命令により、1910年の「第一次朝鮮教育
令」以来展開されてきた植民統治下でのカリキュラム体制は決定的な終焉を迎えたといえる。ただ
し、ここで注目すべき点は、これら一連の命令は教授用語としての日本語の使用禁止や教育内容か
らの「日本色」の排除を指示するものであったが、「教育制度と法規は今後実施していく中で教育
精神に抵触しない限り当分の間現状維持とする」ことを原則としており、国内の平和と秩序維持の
ための当面の体制維持が表明されていた点である＊1。つまり、これらは必ずしも前述の教科目の全
廃を要請したものではなく、あくまでも軍国主義教育的な内容の排除と代替を指示していたに過ぎ
なかったのである。
　ところが1945年9月、前述の教科目の中で「修身」だけが廃止され、その代わりに「新しい民主
的な公民の育成」＊２ を目的とする「公民」が戦後の新教科として設置された。「公民」には公民教
育の内容だけでなく道徳教育的な内容も含まれていたことから、このことは単なる社会科的な教科
の新設ではなく、かつて「修身」が担っていた道徳教育の役割がかたちをかえて部分的に「公民」
に引き継がれたことを意味していた＊3。また、図1は第3次教育課程期までの道徳教育と関連性の高
かった教科等を示すものだが、これをみると、後に「公民」は1947年に「社会生活」に代替されて
廃止されることになるが、1963年にはその「社会生活」から道徳教育の内容部分が切り離されるこ
とで新領域の「反共・道徳生活」が特設され、さらに1973年になると「反共・道徳生活」そのもの
が正式な教科としての「道徳」に教科化されて現在に至っていることが分かる。つまり、米軍政期
の「公民」における道徳教育の部分的な命脈は、今日の韓国道徳科教育として結実していることに
なるのである。したがって、米軍政期の「公民」で展開された初期の道徳教育の実相に着目し、そ
の教科原理と意義を明らかにすることは、現在の韓国道徳教育の本質究明のための課題となり得る
と考える。「公民」は「修身」の否定の上に設置されつつ、且つ現在の道徳科の出発点ともなった
教科だからである。
　では、米軍政期の一時期に「修身」と入れ替えに登場したこの「公民」とは果たして如何なる特
色を持ち、歴史的にはどのように位置づけられるものであったのか。
　そこで本稿では、まず「公民」の設置と教科書の編纂に影響を及ぼした朝鮮語学会の思想的な背
景を探り、次に教科書の内容と方法を検討することで「公民」に内在化していた道徳教育の論理を
考察する。教科教育学的な視座から「公民」の道徳教育としての特質を究明し、現在の韓国道徳教
育にもたらした歴史的意義を明らかにしたい。
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図１　第 3 次教育課程期までの道徳教育関連教科等の変遷（1945 ～ 1982）政治
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２．米軍政期の教科書編纂と関連団体‐国語科と社会科的教科目の教科書―
　「公民」はどのような経緯で米軍政期に新設されたのだろうか。1945年8月、米軍政庁学務局には、
9月24日からの学校再開を前に、国家水準のカリキュラムや「時間配当表」の作成以上に早急に着
手しなくてはならない重大な課題が存在していた。それは「日本色」が排除された教育内容を確定
して学校再開の準備を進めることだが、より現実的には全教科の教科書を朝鮮語で作成して全国の
児童・生徒へ配布することであった。法令等より日本語で記述された教科書の使用が原則的に禁止
されていたこと＊４、 そして朝鮮語で編纂された教科書が皆無だったこと等から、軍政庁学務局では
国語科をはじめ、全教科の教科書の作成が喫緊の課題となっていたのである＊5。
　そのため、軍政庁学務局は米軍政の開始と同時に優先的に教科書の編纂と発刊作業に着手した。
1945年11月に『ハングルの初歩』という朝鮮語教育のためのテキストを発刊し、その後もわずか数
ヶ月の間に『初等学校国史』および『初等公民』の教科書を立て続けに作成している。1946年9月
までに刊行された国民学校用の教科書とその編纂団体は表1の通りである。
表 1　1945 年～ 1946 年にかけて発行された教科書および編集担当者
教科書名 発行日 主な編纂担当団体
『ハングルの初歩』 1945年9月1日 朝鮮語学会
『国語読本1』               1945年9月1日 朝鮮語学会
『教師用国語読本（中学校用）』 1945年10月1日 朝鮮語学会
『初等国史教本』（5 ～ 6学年用） 1945年10月15日 震壇学会
『国語読本2，3』            　 1945年12月2日 朝鮮語学会
『国史』（中学校用）            1945年12月11日 震壇学会
『初等公民』（1 ～ 2学年用 ）　 1945年12月16日 朝鮮語学会
『初等公民』（3 ～ 4学年用 ）　 1945年12月16日 朝鮮語学会
『初等公民』（5 ～ 6学年用 ） 1945年12月16日 朝鮮語学会
『音楽』（1 ～ 6学年用）     1945年12月20日 不明
『国語読本』（中等学校用）        1946年1月28日 朝鮮語学会
『習字』（1 ～ 2学年用）     1946年2月15日 朝鮮語学会
『地理』（5学年用）            1946年2月15日 軍政庁学務局編修課
呉天錫『韓国新教育史』現代教育叢書出版社、1964年、392 ～ 393頁より筆者作成
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　これらの教科書の発刊状況において特徴的なことは、第一に、国語科と社会科的教科目の教科書
が優先的に発行されていたという点である。『ハングルの初歩』をはじめ、『国語読本1』と『国語
読本』等の国語関連の教科書、そして『初等国史教本』や『国史』等の教科書の発行が他教科に
比べて早かったことが分かる。特に国語科については、1938年4月の「第三次朝鮮教育令」から朝
鮮語の教育が制限されていたことから、軍政庁学務局はあらゆる教科の基礎となる母国語としての
朝鮮語の教育を重視し、教科書の発刊を急いだことがうかがわれる＊6。全教科の中でこれらの教科
から優先的に植民地教育の転換を図ろうとしたことが分かる。
　第二に、その国語科と社会科的教科目関連の教科書編纂には、植民地時代から存在した特定の学
術研究団体が深く関わっていた点である。『地理』は軍政庁学務局編集課が編纂したが、『初等国史
教本』および『国史』には震壇学会という歴史学関連の研究団体が、そして『国語読本』と『初等
公民』編纂には朝鮮語学会が深く関わっていた。このことは、教科書の内容には米軍政庁学務局だ
けでなく、編纂作業に参画した団体の影響が考慮されねばならない点が示唆されている。なぜなら
ば、当時はまだ教育内容を規定する法規や国家水準カリキュラムが未確定だったわけであり、編纂
団体の学問的性格や思想が直接・間接的に教科書に反映された可能性が否定できないからである。
とりわけ、国語関連の教科書を編纂した朝鮮語学会が『初等公民』も編纂していた点は注目すべき
事実であろう。米軍政期の国語科と公民科の教育は、特定の語学研究団体の影響を強く受けながら
構想されて実践された可能性を示している。
　第三に、対象学年と発行の時期に関して見れば、『初等公民』だけが全国統一的で組織的に編纂
された教科書だったといえる。『国語読本』は低学年と中・高学年の発行時期には時差が見られるし、
『地理』は第5学年生が、そして『初等国史』は第5,6学年生だけが対象となっているが、朝鮮語学
会が編纂した『初等公民』だけは全学年を対象に、しかも同時期に発行されているのである。1945
年12月16日発行のこの『初等公民』の３種類（1 ～ 2，3 ～ 4、5 ～ 6学年用）は、全国の国民学校
の児童に向けて各約50万部が同時に発行されたという＊7。さらに、その後に編纂された中等学校用
の「公民」教科書の全5巻（『初等公民上・中・下』『中等公民上・下』）まで含めると、「公民」は
初等教育だけでなく中等教育段階までを視野に入れながら、組織的かつ統一的に展開されたといえ
るのである。
　以上より、米軍政庁学務局は国語科と社会科的教科目が「旧日本」の国家主義イデオロギー教育
に利用された主要教科であったと認識し、「日本色」を払拭するために、他教科に先んじて教科書
の発行を急いだと思われる。しかも教科書作成はカリキュラムの作成よりも優先されていたことか
ら、教科書の次元から各教科の教育内容を規定していく作業にもなっていた。したがって、このよ
うな中で震壇学会と朝鮮語学会が教科書の編纂に関わったことは、早急な改革を意図した米軍政庁
学務局にとっては好都合だったであろうが＊8、 一方では特定の団体の思想や論理が教科書に内在的
なかたちで正当性を持つことになり、それが画一的に児童・生徒に教えられるようになったことも
意味するのではないだろうか。
　次項では、このような「公民」の教科書である『初等公民』の編纂過程と朝鮮語学会との関連に
ついて、さらに詳細に検討してみる。
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３．朝鮮語学会による『初等公民』教科書の編纂
（１）朝鮮語学会事件と民族主義運動
　『初等公民』教科書を編纂した朝鮮語学会とは、一体どのような研究団体だったのか。朝鮮語学
会は、1921年12月3日、大韓帝国末期から植民地時代にかけて活躍した言語学者・周時経の弟子で
ある任璟宰・張志暎・崔斗善らが中心となって結成した団体であった。設立当初は朝鮮語研究会と
いう名称だったが、約10年後の1931年1月10日には朝鮮語学会と改称し、以降、植民地時代から解
放後、そして今日に至るまで、朝鮮語の学術的な研究と朝鮮語の普及や啓蒙活動を通して民族主義
的な運動を展開してきた研究団体であったといわれている＊9。
　1940年を前後に日本が本格的に中国大陸に進出していく中で、朝鮮半島における植民地支配の安
定化を望んでいた当時の朝鮮総督府は、次第に独立運動に対する警戒を強めながら取締りを強化し
ていくようになった。植民地政策を徹底することで民族主義的団体の活動を制限し、朝鮮人の「日本
人化」政策を一層進めていこうとしたのである。例えば1936年12月には朝鮮思想法保護監察令により
「要視察人」として民主主義者に対する監視を開始したり、1938年3月の改正朝鮮教育令では「朝鮮語」
を必修科目から随意科目へ変更したりするなど、この時期は皇国臣民化教育の政策を強力に推進して
いった。
　そのような中で、民族主義運動に対する弾圧の矛先はやがて学術研究団体にも向けられようにな
り、1942年9月には、29名の朝鮮語学会会員が警察によって拘束・連行され、50名以上が審問され
たいわゆる朝鮮語学会事件が発生した＊10。この時の事件で弾圧を受けたとされる主な人物は以下の
通りである。
表２　朝鮮語学会事件で弾圧を受けたとされる人物
李允宰（延禧専門学校教授）
李熙昇（梨花女子専門学校教授）
崔鉉培（梨花女子専門学校教授）
鄭寅承（梨花女子専門学校教授）
張志暎（養正中学校教師）
金允經（誠信家政女学校教師）
李克魯（私立学校教師）
韓澄　 （私立学校教師）
李重華（私立学校教師）
李錫麟（私立学校教師）
権承昱（私立学校教師）
金善琪（延禧専門学校教授）
李秉岐（徽文中学校教師）
李萬珪（培花中学校教師）
李康來（培花中学校教師）　
鄭寅燮（延禧専門学校教授）
張鉉植（延禧専門学校教授）
金良洙（延禧専門学校教授）　
李　仁（延禧専門学校教授）
安在鴻（延禧専門学校教授）
徐昇孝（延禧専門学校教授）
車錫基『韓国民族主義教育の研究―歴史的認識を中心に―』進明文化社、1976年、365頁より
網かけは震壇学会の会員も兼ねていた人物を表す（筆者）
　この名簿を見てみると、1934年の震壇学会の創立当時に発起人として名を連ねていた人物も数名
含まれていた点が興味深い。例えば、梨花女子専門学校教授の李熙昇と崔鉉培、徽文中学校教師の
李秉岐、そして誠信家政女学校教師であった金允經らは震壇学会にも所属していた朝鮮語学会の会
員であった。
　そもそも震壇学会とは、国語学と歴史学の二つの研究分野の国学研究者たちによって構成されて
いた研究団体であったが、その国語学分野には朝鮮語学会所属の言語学者も多数所属していたとい
われている。したがって、両学会が友好的な関係にある中で、朝鮮語学会が非妥協的民族主義派と
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言われた震壇学会と思想的、学術的、そして民族独立運動の方向性も非常に近い関係にあったこと
は不自然ではなかったと考えられる。
　一方、朝鮮語学会は純粋な語学研究団体であったものの、植民地政策により日本語が「国語化」
されて朝鮮語の廃止傾向が強まっていく中で、朝鮮語の統一と普及という目的を掲げることで学会
の性格を民族的精神や民族的行動の統一を謳う民族意識高揚のための研究団体として変化させてい
くようになった。学会存続の目的は学術的な朝鮮語の研究というだけでなく、民族言語としての朝
鮮語を守り維持していくための民族主義的な団体としての性格を強めていったのである。
　したがって、そのような中で発生した朝鮮語学会事件が、学会活動への大きな打撃となったこと
はいうまでもなかった。そしてこの事件が朝鮮語学会が一種の独立運動団体として規定される結果
をもたらすことで、朝鮮語学会の以降の研究活動と出版活動は全面的に禁止されることになったの
である。事実上、この事件により、朝鮮語学会は解散させられたのであった。
（２）朝鮮語学会の活動と『初等公民』教科書編纂の経緯
　朝鮮語学会事件が発生した1942年9月から1945年8月15日の日本の敗戦まで、朝鮮語学会は研究団
体としての機能をほとんど失っていた。しかしながら解散と同時に即座に活動が開始され、1945年
8月25日には早くも朝鮮語学会の緊急総会が開かれていた。その総会では、「教科書がなくて勉強が
できない初・中等学校の緊急事態に対処するために、まずは教育界、執筆界、言論界等の諸方面の
協力を得て、臨時国語教材を編纂すること」が決議されたという＊11。朝鮮語学会は、国語教科書の
発行を学会の優先的な課題に据えて学会の活動を再開したわけである。
　その後、米軍政庁から全面的に国語科教科書の編纂に関する委託を受けることで、1945年9月に
は学会内に「国語教科書編纂委員会」を設置し、約2 ヶ月後の1945年11月6日には米軍政庁学務局
の発行者名で前述の『ハングルの初歩』という朝鮮語のテキストを出版した＊12。さらに同委員会は
『初等国語教本』、『中等国語教本』、そして『ハングル教授指針』等の国語科の教科書を精力的に編
纂していった。
　しかしここで注目されるのは、「国語教科書編纂委員会」＝朝鮮語学会が請け負った教科書は、
単に国語だけにとどまらなかった点である。前述したように、彼らは国語科教科書の編纂と同時に、
『初等公民』や『中等公民』等のいわゆる社会科的教科目としての「公民」教科書の執筆・編纂も
担当していたのである。同委員会が、1945年12月16日の時点で『初等公民（1 ～ 2学年用）』、『初等
公民（3 ～ 4学年用）』、『初等公民（5 ～ 6学年用）』の三冊を同時に発刊していたのは前述した通り
である。
表２「国語教科書編纂委員会」（朝鮮語学会）が編纂した教科書
編纂教科書 編纂終了日
『国語教本　1』
『国語教本　2』
『国語教本　3』
『国語読本（中学校用）』
『国語読本（教師用）』
『初等公民（1，2学年用）』
『初等公民（3，4学年用）』
『初等公民（5，6学年用）』
1945年9月1日
1945年12月2日
1945年12月2日
1946年1月28日
1945年10月1日
1945年12月16日
1945年12月16日
1945年12月16日
呉天錫『韓国新教育史』現代教育叢書出版社、1964年、392－393頁より
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　では、国語科教科書の編纂を目的に結成したはずの「国語教科書編纂委員会」だったが、なぜ彼
らは「公民」の教科書までも編纂するようになったのか。朝鮮語学会は『初等公民』教科書の編纂
と発刊に関連して、後に『ハングル50年史』の中で次のように発表している。
　過去に受けた奴隷的教育を一日も早く脱するためにも、新しい国家の新しい国民になるた
めにも、公民教育が必要であった。軍政庁学務局は、光復直後の混乱した時期において短期
間で公民教科書の編纂のために優れた人材を得るのは困難であったため、国語教科書を編纂
した朝鮮語学会に公民教科書の編纂までも依頼するようになったのである＊ 13。
　軍政庁学務局は1945年9月24日からの学校再開に向けて各教科目の教科書の刊行を準備していた
が、時間的、経済的、あるいは人材的な制約により公民科教科書の編纂までは十分に対処しきれず、
やむを得ず朝鮮語学会の「国語教科書編纂委員会」に編纂を委託したというわけである。社会科的
教科目と直接的に関連性がない朝鮮語学会への教科書編纂の委嘱は、米軍政庁学務局としても苦肉
の策であったと言えるだろう。
　なお、当時の「国語教科書編纂委員会」のメンバーは以下の通りであった。
表３　国語教科書編纂委員会のメンバー（1945 年 9 月）
執筆委員
　李熙昇、鄭寅承、張志暎、イ・テジョン、李浩盛、ユン・ソンヨン、尹在千、
　イ・スンニョン、チョン・インスン、ユン・ポギョン、
審議委員
　バン・ジョンヒョン、イ・セジョン、ヤン・チュドン、チョ・ビョンヒ、
　チュ・セジュン
委員
　李克魯、崔鉉培、金允經、キム・ビョンジェ、趙潤済、イ・ウンサン
ハングル学会「２　教科書編纂」『ハングル学会50年史』より。
下線部は朝鮮語学会事件で弾圧された人物、網がけは震壇学会創設時の発起人を表す。（筆者作成）
　「国語教科書編纂委員会」には、民族文化の基礎としての教育文化を樹立させて大衆的な論議を
呼び起こすために、学術、文化、教育界を網羅するだけでなく、民族主義的な団体からも代表委員
が協力したと言われる＊14。特にこの名簿からは、朝鮮語学会事件発生時に警察当局から激しい弾圧
を受けたとされる29名の中の、李熙昇、鄭寅承、張志暎、李克魯、崔鉉培らの5名が参加していた
点が指摘できる。また委員のうち李熙昇、崔鉉培、金允經、趙潤濟は、1934年に震壇学会が創設さ
れた時の発起人でもあった。
　したがって以上のことから、この「国語教科書編纂委員会」には民族主義的思想の傾向性の強い
朝鮮語学会員と、穏健ながらも民族主義的立場をとっていた震壇学会のメンバーが共に参加し、い
ずれも執筆や委員を担当していたということがいえる。彼らの「国語」と「公民」教科書の編纂に
際し、具体的に誰がどの教科書のどの部分を担当・執筆したのかは資料的な制限のために今日では
窺い知ることはできない。しかしながら、朝鮮語学会事件で弾圧を受けた当事者、あるいは非妥協
的民族主義勢力の震壇学会員の数名が共に「国語編纂委員会」に参加していた事実は、彼らの民族
主義的傾向が『初等公民』の編纂に何らかの影響を及ぼしたことは想像に難くないであろう。
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では、実際の『初等公民』ではどのような公民教育、あるいは道徳教育が意図されていたのだろう
か。次に、実際の教科書の内容と方法から検討してみることにしたい。
４．『初等公民』教科書に見られる社会認識教育論
（１）『初等公民』教科書の内容構成
　米軍政期の国民学校の「公民」で使用された教科書は、『初等公民　第1，2学年用』、『初等公民
　第3，4学年用』、『初等公民　第5，6学年用』の全3巻であり、これらが6年間で系統的に学習され
るようになっていた。各教科書の直接の著者は不明だが、すべて朝鮮語学会内に設置された「国語
教科書編纂委員会」によって編纂され、軍政庁学務局より1945年12月16日に３冊同時に発行された。
各巻の目次は以下の表5の通りである。
表 5　『初等公民』各巻の目次
『初等公民第1，2学年用』 『初等公民第3，4学年用』 『初等公民第5，6学年用』
○国旗のつくり方
１．我が国の国旗
２．わが家
３．私たちの学校
４．ハングル
５．みんないっしょに
６．檀君王様
７．公徳
８．じょうぶな体
９．信用
10．力を合わせて
11．わが朝鮮
○国旗のつくり方
１．開天節
２．ハングルの日
３．自分の仕事は何だろう
４．労働
５．公徳
６．礼儀
７．勇気
８．正直
９．恵心
10．民主国民
○国旗のつくり方
１．開天節
２．世宗大王とハングル
３．自由
４．人格
５．民主政治
６．正義
７．労働
８．社会
９．保健と衛生
10．時間を守る
11．勇気
12．花郎道
13．国家間の交際
14．我々の民族性
15．わが民族の使命
『初等公民第1，2学年用』（1945），『初等公民第3，4学年用』（1945），『初等公民第5，6学年用』（1945）
より筆者作成
　まず、目次を手がかりに6学年全体の内容構成を検討してみると、『初等公民』の内容は、子ども
の社会性の発達の度合いに応じて学習題材が選択されているとともに、それが政治的内容や道徳的
内容に相互に関連づけられて配置されていることが分かる。例えば、子どもの社会的な見方や考え
方が未発達で、より直接的で具体的な教材が要請される第1，2学年では、「我が国の国旗」の後に「わ
が家」「私たちの学校」などの身近な「家」や「学校」の生活の場を題材にした内容を学び、その
次に「ハングル」文字の偉大さや「壇君王様」の神話、「公徳」「信用」「力を合わせて」の道徳教
育的な徳目が記述され、最後に「わが朝鮮」という国家的・政治的内容に関する項目が配置されて
いる。子どもにとって身近で日常的な活動範囲から、徐々に社会性や道徳心、愛国心等などのやや
抽象的な内容を理解していけるように意図的に配置されているのである。第3，4学年でも、「開天節」
や「ハングルの日」で朝鮮民族の「神話」や言語文化について学び、その後に身につけるべき社会
性や道徳性としての「労働」「礼儀」「正直」などの徳目の学習を経て、最終章の「民主国民」では
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国民としての自覚を促す学習構成になっている。『初等公民　第1，2学年用』での身近な地域より
も学習対象が拡大されており、「民主国民」を養成する立場から生活上の道徳教育的内容および民
族意識や国民意識等の愛国心について学習されるようになっているのである。次に第5，6学年では、
さらに拡大された社会的・抽象的諸事象の理解も可能であるとの想定から、「開天節」「世宗大王」「人
格」「正義」「労働」などの道徳教育的な内容と同時に、「民主政治」「国家間の交際」などのような
国際的な観点も含めた政治教育的内容が登場している。そして最後には「我々の民族性」や「わが
民族の使命」の学習となっている。つまり、民族の特性を理解させた上で、子ども達が自らの「使
命」について自覚的になるように示唆されているのである。
　また『初等公民』には、学年の発達段階に応じて学習される題材だけではなく、3巻を通して共
通に盛り込まれている内容が存在することも注目される。例えば、いずれの三冊の教科書も、裏表
紙の「目次」の前には韓国の国旗である「大極旗」の図絵が掲載されており、その次ページには「国
旗のつくり方」が記載されている。本文外の扱いとなってはいるが、国旗の配色や図柄の配置、寸
法、縦横の比率等、また「屋上」などへの掲揚の仕方などについても各巻とも詳しく述べられてお
り、学年を問わず、自国の国旗の重要性を子ども達に強く認識させるものとなっている。民族起源
の神話である「檀君神話」に関連する題材にしても、低学年「壇君王様」→中学年「開天節」→高
学年「開天節」の章立てとして登場し、朝鮮語関連の内容も、低学年「ハングル」→中学年「ハン
グルの日」→高学年「世宗大王とハングル」となっており、いずれも3巻に一貫する学習題材とし
て選定され、国家や民族性を象徴する内容記述が繰り返し登場することで長期的、継続的にしっか
りと定着させようとしている。
　このような『初等公民』を全体的に見てみると、各巻の学習段階においては常に一定の公民教育
を目指していく構成になっていると捉えられる。すなわち、いずれの段階においても、まず「国旗」
や「檀君神話」などによって子ども達に民族性を自覚させた上で望ましい社会生活上の規範や習慣
に関する徳目を示し、さらに伝統文化や民族言語のすばらしさについて繰り返し説明しているので
ある。そして最後に「国家」や「民族」、あるいは政治的な内容について触れながら、最終的には
一人の国民として国家に対する自らの「使命」を自覚させていく編成をとっているのである。教科
書を読み進めていくと、神話や歴史上の偉人が登場することで、自国および民族には優れた歴史や
伝統、文化が形成されてきた事実を知り、自分も道徳的な規範や態度を身に付けるべきことを自覚
していくようになる。続いて、国家や民族を発展させるために自己のあるべき姿や進むべき方向へ
の行動と実践の方向性が自覚されていくのである。偉大な登場人物や歴史的事実は社会のしくみや
機能を理解させるためだけでなく、所与の現在の国家体制に適応し、貢献していく態度を育成する
ための教訓的な題材として扱われているわけである。
　これまで公民科の性格については、『初等公民』教科書の章立てに「民主市民」や「民主政治」
などの学習題材が含まれていたことから、先行研究の中には、「米国式教育制度に基礎を置く危機
管理政策であった」として、「公民科教科書は親米的教科を象徴し、まさに米軍政民主主義を韓国
民に浸透させ政治社会化していくための道具的教科の役割を果たした」とする見解もあった＊15。占
領下の韓国を親米化させていくための一つの政治的手段として、米国は軍政庁学務局を通して「民
主主義教育」を導入させながら公民科教育の方向性を決定づけたというのである。しかし、以上の
ような具体的な『初等公民』教科書の内容構成の分析からは、明らかにそれと異なる見解が見て取
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れよう。すなわち、公民科は「新しい国の民主市民を育成するための教科」＊16 として登場した教科
とされてはいるが、教科書レベルでの学習内容を見ると、必ずしも米国の「民主主義」的教育内容
を基調とする内容構成とはなっていないのである。たしかに、中・高学年段階では「民主市民」や
「民主政治」等の学習内容が登場するが、全36章から見ればわずか3章だけの扱いに過ぎない。また、
政治制度や政治的機構に関する知識、あるいは政治的有能性等の政治教育的内容についてもほとん
ど触れられていない。
　このような点からすると、『初等公民』教科書は、朝鮮民族の伝統や文化、そして徳目教授的な
道徳教育と若干の政治教育に関する内容をにわかに寄せ集め、強引に一つの公民科教科書として作
成したものとは言えないだろうか。3巻の内容構成、『初等公民』教科書の編纂を担当した団体、あ
るいは緊急に編纂された経緯から検討してみても妥当な解釈であると考えられる。この教科書が目
指した公民教育とは、民族を愛し、国家に貢献していく一人の国民としての態度形成を図ろうとす
るものであったと言えるのである。
（２）『初等公民』における社会認識教育の方法－教条的な徳目の提示による態度形成―
　では、『初等公民』教科書はどのような方法によって公民としての育成を図ろうとしていたのか。
ここでは、『初等公民第5，6学年用』における「第8課　社会」および「第15課　わが民族の使命」
の記述を手がかりに、教育方法について考察をすすめていきたい。
「第8課　社会」の全文は以下の通りである。
『初等公民 5,6 学年用』の「第 8 課　社会」の全文
「社会の意味と社会生活」
我々は、子どもの頃から両親の苦労をかけるとともに暖かい愛を受け、また近所の人々の助けと同胞
の保護を受けてきた。我々が何も考えずに通る道路や、我々が毎日使うノート一冊、鉛筆一本までも、
いろいろな人々の苦労によってできたものである。我々がこのように集い、力を合わせて互いに助け
合い、共同生活をすることが社会である。すなわち、家庭も学校も国家も一つの社会である。我々は、
このような社会を離れては生きていくことができない。
「社会の中での我々の責任」
　わが家、わが学校、我が国をすばらしいものにすることが、この社会の中で住んでいる我々の責任
である。学校で勉強する時、自分勝手に騒いだりすれば全体の勉強に迷惑になる。
「規則遵守」
それゆえ社会生活において、まず第一に、我々は全体の中の一人であるということを考え、自ら規則
を守らなくてはならない。道路や公園をきれいにし、左側通行をし、電車や汽車に乗るときはきちん
と順番を守って乗るなど、公徳を守ることが社会をすばらしくすることなのである。
「犠牲精神」
　二つ目に、社会生活では自分一人だけの利益を捨てて、人々の幸福のために働いていくという犠牲
の精神が必要である。我々 3000万同胞が、安重根義士を尊敬せざるを得ないのは、その方が、ひと
えに我が国の独立のために自分の命を顧みなかったからである。自分を犠牲にし、社会のために働く
ときにはじめて社会はすばらしくなるし、輝くことができるのである。
「一致団結」
　しかし、一人の力では大きな仕事をなしとげることは難しい。我が国をすばらしいものにし、力強
いものにするためには、我々は真心で力を合わせ、一致団結しなくてはならない。団体競技において
も、一致協力し自分の責任を果たしてこそ勝つことができるものである。一致団結する力が小さけれ
ば、学校や社会や国家の力は弱化し、強くなることはできないのである。
「我々の決心」
　わが朝鮮は、今、解放の喜びにあふれ、新しい国の建設に力強く歩みだしている。我々は、家や学
校で互いに心を一つにし、家庭や学校生活をすばらしいものにするとともに、自分を犠牲にするとい
うすばらしい精神で社会のために仕事をしていこう。
軍政庁学務局『初等公民5，6学年用』朝鮮書籍印刷株式会社、1946年、23 ～ 25頁。（筆者訳）
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　次に、「第15課　わが民族の使命」の全文は以下の通りである。
『初等公民 5,6 学年用』の「第 15 課　わが民族の使命」の全文
第15課　わが民族の使命
「独立国家をつくること」　
　八月解放。以前、我々には民族はあったが国はなかったために、我々は圧迫を受け、常に不満を抱
えてきた。世界の人々の前に、堂々と自由と権利を主張をしようとするのであれば、我々は何よりも
まず国を立てなくてはならない。時は来た。アジアの東方に美しい江山を持った三千万同胞は、一つ
の心と一つの志で幸せな我が国をつくろう。これが、私たち民族が当面した一つ目の使命である。
「文化を創造すること」
　野蛮人のように、文化のない民族は、存在してもないことと同じことであろうが、これとは反対に、
ヘブライ人のように偉大な文化を持った民族はなくなってしまっても永遠に生きているのを同じであ
る。我々の民族は、本来文化方面にすぐれた素質を持っている。この素質を発揮しよう。我々は、ま
ず最も合理的なハングルとして、我々の文学を興そう。花廊道の伝統的な民族精神を再び体得しよう。
新羅の彫刻、高麗の美術、百済の建築を生んだかつての芸術精神を再び発揮しよう。徐敬徳のような
理学者、李滉のような哲学者、崔済愚のような宗教家を今後も輩出させ、優秀な我々の頭脳を証明し、
我々の学術を世界的水準以上に向上させよう。偉大な文化創造が、わが民族の二つめの使命である。
「世界平和を実現させること」
　様々な個人の努力なくしては、一つの国の秩序が維持されることが難しいように、様々な民族の努
力なくしては、世界平和は実現されない。我々は世界のどの民族よりも平和を愛しており、今まで他
の国を侵略したことがない。我々は今後も世界各国と広く交際し、親善を図らなくてはならない。例
えば列国代議士会、国際体育大会、列国博覧会、国際的学会等に積極的に参加し、協力をしよう。こ
うすることによって、我々は民族的自由と国家的独立を通して、諸国が同等の資格で親善し、平和を
実現し、共存共栄の道を歩んでいくように努力しよう。これがわが民族の三つ目の使命である。
軍政庁学務局『初等公民5，6学年用』朝鮮書籍印刷株式会社、1946年、46 ～ 48頁。（筆者訳）
　「第8課　社会」では、まず「社会の意味と社会生活」という小項目で、「我々」は両親をはじめ
近所の人々によって「保護を受けてきた」こと、そして道路やノート、鉛筆など、自分にとって生
活に必要なものは全て「いろいろな人々の苦労」によって支えられていることを示している。そし
て、そのように「互いに助け合い」ながら共同生活していくのが「社会」であり、「我々」はその「社
会」の一員として緊密に連関しながら存在していることを例にあげて説明している。「社会の中で
の我々の責任」では、「社会」の一員でもある「自分」は、今度は逆に「わが家」や「わが学校」、「我
が国」を「すばらしいものにするため」に貢献し支えていくことが「我々の責任」であることを訴
えている。そして、「社会の中で我々が果たす責任」として三つの小項目、すなわち「規則遵守」、「犠
牲精神」、「一致団結」の観点から述べている。「規則遵守」では、公園や道路歩行での規則や公衆
道徳に関する「公徳」を守ることの重要性について述べ、「犠牲精神」では独立運動のために命を
捧げた人物として「安重根義士」を例にあげて「自分を犠牲にして社会のために働く」ことのすば
らしさを訴え、「一致団結」では団体競技を例にあげながら「我が国をすばらしいものにし強いも
のにする」ために一致団結することの必要性を訴えている。最終の「我々の決心」の項目では、「新
しい国の建設」を目指す我々は「家や学校で互いに心を一つに」し、「自分を犠牲にするというす
ばらしい精神」によって「社会のために」貢献していく自覚と態度を訴えて終えている。
　このように見てみると、「第8課　社会」では最初に個人の存在は家族や学校、国家などの社会全
体と有機的に密接に関連しながら、且つ、それらに支えられていることを自覚させ、自らもその社
会を支え発展させていく個人となるべきことを具体的な特定の三つの徳目遂行というかたちで示し
ていることが分かる。すなわち、「規則遵守」「犠牲精神」「一致団結」の徳目である。そしてそれ
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らの徳目の実践行動により国家を支え貢献しようとする態度形成に直接結びつけることで、子ども
たちを社会化していこうとする論理展開となっているのである。
　また、「第15課　わが民族の使命」を見てもやはり同様である。民族的に果たさなくてはならな
い「我々」の使命として、次の三つの行動事項が提示されている。すなわち、一つ目は「我々には
民族があったが国がなかった」ために「圧迫を受け、常に不満を抱えてきた」のであるから、まず
「独立国家をつくること」が必要であること、二つ目に、「我々の民族は本来文化方面に優れた素質
を持っている」し、すばらしい「民族精神」や「芸術精神」等により学術を世界水準にできる「優
秀な頭脳」を持っているのだから「文化を創造すること」、そして三つ目には「世界各国と交際し
親善を図る」ことによって「世界平和を実現すること」が民族の使命であり、子どもたちの責任で
あるとされている。
　これらの論理には、社会の制度や仕組みを理解させていくことや政治的有能性としての公民教育
的な観点は欠けており、子ども達に国家を維持・発展させていく主体として自覚させようとし、そ
れが態度目標として直接的に求められているものとなっている。つまり、子ども達には、国家と朝
鮮民族の立たされた位置に関する知識が与えられていくと同時に、国民としての自覚と果たすべき
役割のために身に付けるべき態度が方向づけられているのである。言い換えれば、『初等公民』教
科書の記述の仕方は道徳的態度の直接的な追求過程として構成されていると言える。
５．「公民」の教科書に見られる植民地時代の「修身」教科書の影響
　では、『初等公民』ではなぜこのような内容構成と教育方法がとられているのだろうか。1945年9
月に米軍政庁によって「公民」が設置されるまで、植民地統治下の朝鮮では「修身」が実施されて
いたのは前述した通りである＊17。「修身」は、1905年11月17日締結の日韓協商条約（乙巳保護条約）
に基づいた統監政治の断行により、1906年8月27日発布の「第一次学校令」時に初めて諸学校に設
置された科目であった。その後、日本の植民地支配から解放を迎えるまでの約40年の間、「修身」
は朝鮮の師範学校、高等学校、外国語学校、普通学校（国民学校）にて実施されていた＊18。天皇制
イデオロギーを前提に日本の国家に忠実な「臣民」としての知識・理解を与えることで国家に対す
る態度育成を図るため、それを直接的に教授することを目的としていた＊19。
　このような中で、当時使用されていた「修身」の教科書のうち、『初等修身書　巻五』の目次を
見てみると、以下の通りとなっている。
表５　『初等修身書　巻五』の目次
目録
第一課　上級生として
第二課　誠の心
第三課　自分の力で
第四課　働け
第五課　進んでなせ
第六課　工夫は世のため
第七課　公衆衛生
第八課　人と交わるには
第九課　いつはりなき心
第十課　我等は公民
第十一課　心は清く
第十二課　産を治め業を興せ
第十三課　祖先あっての家
第十四課　博愛
第十五課　忠孝は一つ
第十六課　皇大神宮
第十七課　皇統 
第十八課　我が国
第十九課　教育に関する勅語（１）
第二十課　教育に関する勅語（２）
朝鮮総督府『初等修身書　巻五』朝鮮書籍印刷株式会社、1940年より
51
The Characteristic of the Moral Education in ‘The Civic Education’ of the U.S. Military Administration Period in Korea : Focusing on the Analysis of the   “Elementary Citizen” Textbook
　また、「第十八課　我が国」単元の教科書の記述は以下の通りとなっている。
　この中で、例えば「第十八課　我が国」単元の教科書の記述を示すと以下の通りである。
『初等修身書　巻五』における「第十八課　我が国」単元の全文
第十八課　我が国
　わが大日本帝國はアジヤの東、日づる所に位してゐます。上に万世一系の天皇をいただい
て、国民の心は一つに集まってゐます。その上、温和な気候と美しい山河によって、国民の
心は自ら清く正しくなり、國はますます発展して止まる所を知りません。
　暑しともいはれざりけりにえかへる
水田にたてるしづを思へば
と仰せられ、御避暑をも思ひとどまらせ給うた明治天皇の大御心を拝し奉り、
　うつし世を神さりましし大君の
　　　　　みあとしたひて我はゆくなり
とよんで、臣下の忠誠をささげ奉った乃木将軍を心を考へると、自ら涙がにじんてきます。
こんなうるはしい君臣関係の國をどこに見ることができませうか。これが我が国体の精華な
のであります。
明治天皇の大御心は、とりもなほさず、歴代天皇の大御心であらせられ、乃木将軍の心持ちは、
とりもなほさず、我々臣下、昔ながらの忠誠であります。これがために、我が国は、まだ一
度も外国の侮りを受けたことがなく、世界の人を驚かすほど発展して来ました。
今や、我が国の教育は年と共にひろまり進んで来ました。農工業も盛になり、交通運輸も開け、
商業貿易は世界を相手とするやうになって来ました。このやうな國に生まれ合はせた私たち
は、何と幸福ではありませんか。これを思ふと、私たちは、常に皇国臣民にふさはしい心を養っ
て、大いに君国のためにつくさねばならぬと深く感じます。
皇国臣民の宣誓
一　私共ハ　大日本帝國ノ臣民デアリマス
ニ　私共ハ　心ヲ合ハセテ
　　天皇陛下ニ忠義ヲツクシマス
三　私共ハ　忍苦鍛錬シテ
　　立派ナ強イ國民トナリマス
　　　　　朝鮮総督府『初等修身書　巻五』朝鮮書籍株式会社、1940年、54頁より（筆者訳）
　目次を手がかりに『初等修身書　巻五』の内容を検討してみると、ここには「上級生として」「誠
の心」「自分の力で」「働け」「心は清く」「博愛」等の道徳教育的な徳目を扱った項目が見られる一
方で、「公衆衛生」「我らは公民」「我が国」などのように、政治教育的な内容項目、さらには「皇
大神宮」「皇統」などの神話的・民族的な題材を扱った項目が混在していることが分かる。そして、
このような国民教育のための内容を以上の題材の中に求めつつ、一定の国民意識、あるいは民族意
識や国家意識を育てていこうとする『初等修身書』の内容選定の仕方は『初等公民』教科書と極め
て類似している点が指摘できる。
　また各章の題材の論理的な展開を検討してみると、両教科書の類似性がより具体的に見て取れる。
ここでは「第十八課　我が国」を例に、『初等修身』における展開論理を具体的に検討してみよう。
まず冒頭で、「我が国」は「アジヤ」の「日いづる所」に位置し、「温和な気候と美しい山河に」よ
って「清く正しい」国民の心は、「万世一系の天皇」をいただいて「心は一つに集まってゐる」こ
とを示している。天皇を中心にして日本の国が発展してきたし、今後ますます発展していくであろ
う事実を知らせている。そして、そのような国家を支えてきたのがまさに「臣下の忠誠」であり、「う
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るはしい君臣関係」であったことを「乃木将軍」の「忠誠」を例にあげながら説明している。結果、
「我が国」は「農工業も盛んになり、交通運輸も開け」て「世界の人を驚かすほど発展」してきた
ことを述べ、「このやうな國に生まれ合わせた」我々は幸福であり、今後も「常に皇国臣民にふさ
はしい心」を養い、「大いに君国のためにつくす」自覚と姿勢を持つことを訴えている。そして最
後には、「皇国臣民の宣誓」が教条的に示されることでこの単元は終わっているのである。このよ
うに「第十八課　我が国」における記述は、「大日本帝国」が天皇を中心にしながら心を一つにし
て発展してきたこと、そして発展の原動力は天皇と国家に対する「忠誠」にあったことを認識させ、
自らも「皇国臣民」にふさわしい忠誠心を持つべきとして具体的な目標像を「皇国臣民の宣誓」と
いうかたちで示したと理解される。つまり、ここには天皇に対する忠誠を誓いつつ国家を支え、国
家に貢献していこうとする態度育成に教科内容を結びつけることで、直接的に子どもたちの社会化
を促そうとする論理が内在しているのである。
　ここで、上記の『初等修身書　巻五』の「第十八課　我が国」単元と『初等公民第5，6学年用』
の「第15課　わが民族の使命」について、その論理的な展開に沿いながら二つの単元を比較してみ
たのが以下の図2である。
図 2　『初等修身書』の「我が国」と『初等公民』の「わが民族の使命」における論理展開比較
学習展開
① 慨念の把握
②道徳的態度形成の提示
③我々のとるべき態度
初等修身・我が国①「国民」の理解 ②徳目「忠誠」についての理解 ③我々の努力事項
・我が国はアジヤの東
・ 我が国は万世一系の天皇を
いだき、国民の心は一つ
・国民の心は清く正しい
・発展する国家
・「君臣の忠誠」
・乃木将軍の忠誠心
・ 我が国は、うるはしい君
臣関係の國
・我が国体の精華
・「皇国臣民にふさわしい心」
・ 大いに君国のためにつく
さねばならぬ我々
・皇国臣民の宣誓
初等公民・わが民族の使命①「社会」の理解 ②徳目「責任」についての理解 ③我々の努力事項
・「社会の意味と社会生活」
・ 近所の人々の助けと同胞
の保護を受けてきた我々。
・ 我々が力を合わせて互い
に助け合い、共同生活を
しているのが社会である
・「社会の中での我々の責任」
・我々の責任
　「規則遵守」
・公徳を守ること
　「犠牲精神」
・安重根義士の犠牲心
　「一致団結」
・真心で一致団結
「我々の決心」
・ 我々は心を一つにし、自
分を犠牲にするというす
ばらしい精神で、社会の
ために仕事をしていこう
徳目内容の直接的理解 態度形成
（筆者作成）
53
The Characteristic of the Moral Education in ‘The Civic Education’ of the U.S. Military Administration Period in Korea : Focusing on the Analysis of the   “Elementary Citizen” Textbook
　『初等公民』の「第8課　社会」では、最初に①「社会」とはどういうものなのかについて概念把
握をさせ、②望ましい道徳的態度としての徳目が提示され、最後に③我々の取るべき態度の方向性
を指し示すという展開となっている。一方、『初等修身書』の「第十八課　我が国」単元でも、①「我
が国」についての概念把握の後に、②望ましい「忠誠心」の徳目が提示され、最後に③「君国」の
ために尽くす、という態度の方向性を示している。構成と比較してみると、ともに3段階での論理
的な展開が酷似していることが分かる。教科書を読み進めていく中で、子どもたちには段階的に国
家主義的な価値観が内面化され、今後自分たちが取るべき態度の方向性が方向づけられているとい
えるのである。
　また、内容と方法においては、両教科書とも民族主義的あるいは国家主義な立場に立っており、
自らの民族の優秀性や統一性を強調することで民族および国家の統一性を訴え、国家が望ましいと
考える特定の価値観の注入を意図するものになっている。そして国家を支える道徳的態度の行動が
要請されることで国家に忠実な国民を育成しようとする論理に立っているのである。こうした点か
ら両教科書の論理展開を見てみると、子どもたちにとって貢献すべき対象である国家とは、植民地
時代における『初等修身書』教科書では「日本」であったものが、解放後の『初等公民』教科書に
おいては、それが「韓国」にとって代わっただけであったと言えなくもないのではないだろうか。『初
等公民』教科書が「修身」における構成と極めて近いものであったということは、本質的には国家
主義的な「修身」の論調から抜けきれていない面をもっていたということになる。
　このように見てみると、米軍政期に編纂された『初等公民』教科書は、植民地時代の『初等修身
書』教科書の影響を強く受けていたのではないかと推察することができる。『初等公民』を編纂し
たのは朝鮮語学会内の「国語教科書編纂委員会」であったが、彼らには時間的、人材的な制約が非
常に大きかったことは前述した通りであった。だとするならば、当時のメンバーにとって「公民」
の教科書を作成を考える上で最も身近で、且つ参考にできた資料とは、図らずも植民地時代の『初
等修身』教科書だったのではないかと考えられる。
６．まとめ　―「公民」の性格と歴史的意義―
　1945年9月に新設された「公民」は、解放された韓国の「民主市民」の育成に目標を置いた教科
であり、植民地時代の「修身」に代わる新しい社会科的教科目として登場した。1947年には「社会
生活」が設置されることにより、わずか2年で廃止されることになるが、解放直後という混乱期の
韓国において一定の社会認識教育と道徳教育の方向性を示し、当時の国民教育に重要な役割を果た
したと見られる。
　しかし、「公民」の教科書の編纂過程を検討してみると、第一に、公民教育のための専門性に関
する問題点が明らかとなった。『初等公民』は朝鮮語学会内の「国語教科書編纂委員会」によって
編纂されたが、教科書編纂のための専門性から見た場合に、本来ならばその担当は公民教育のため
の専門的・学術的な知識と経験を持ち合わせた人物や団体が担当すべきだったはずである。ところ
が、『初等公民』の編纂には様々な制約のために、公民教育とは直接関連性の低い朝鮮語学会が深
く関わっていた。そしてそれが故に、教科書の内容と方法は当学会の思想的影響を受けた可能性が
否定できないものとなっていたのである。したがって、朝鮮語学会は植民地時代に民族主義的な独
立運動団体としての性格も保持していたため、教科書の内容自体に独立運動を背景とした民族主義
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的、国家主義的な色彩が反映された可能性が大きいと考えられる。
　第二に、「公民」教科書の道徳教育的な内容には、植民地時代の「修身」による道徳教育の影響
を強く受けていたとみることができる。『初等公民』には民族の歴史や伝統、神話、ハングル文字
や偉大な人物等を理解させる題材が多く、朝鮮民族の民族性や誇りを強く認識させる道徳教育的な
内容が多数見受けることができた。望ましい韓国国民としての道徳的規範や態度の価値を民族性の
強調という視点から明示し、解放韓国の現状と今後の展望、そして「民族の使命」等を示しながら
価値と態度を一元化させることで、新しい国づくりの主体としての政治的に有能な「公民」を育成
しようとしていたのではないかと考えられる。その意味では、社会の成員として如何に創造的に社
会生活を営んでいくべきかという市民的資質を形成するものではなく、如何に政治的に社会化する
のかという点に関心が置かれたものとなっていた。子ども達に対して、民族や社会、国家の維持と
発展のための強力な担い手に育成しようとしたといえる。
　したがって、目指そうとする国家建設と人材育成の方向性は異なるものの、「公民」の公民教育
論は、ある意味で国家に献身的で従順な国民を育成しようとした植民地時代の修身科教育のレベル
を超えるものではなかったといえるのではないだろうか。むしろ、価値の内面化を図っていく対象
を日本から韓国という国家に変換させることに留まるものであり、「修身」の延長線上にあったと
いうことができる。
　しかし一方で、米軍政期においては、『初等公民』だけが「民主的な市民の育成」をねらいに全
国の全児童を対象に同時期に刊行された系統的で組織的に刊行された教科書であったことは紛れも
ない事実である。「公民」は米軍政期の社会認識教育を担った社会科的教科目の中でも中心的な教
科として位置づけられ、そのような中で道徳教育が組織的、系統的に行われていたのである。また、
『初等公民』を編纂した朝鮮語学会は、解放直後の韓国の社会認識教育の主体として「公民」教育
の目標や内容選定、学習方法までの広範囲にわたる道徳教育への影響力を持っていた団体であった。
その意味では、朝鮮語学会との関連から米軍政期の道徳教育を捉えなおすとともに、その後の道徳
科教育についても「公民」からの内容と方法における連続性と断絶についても今後考察していく必
要があると考える。
　本稿では韓国道徳教育の成立過程における米軍政期の「公民」だけを取り上げ、その特徴の一部
を明らかにした。しかし、より本質を究明する上では文教政策や他教科との関連、そしてカリキュ
ラムの変容過程に関する詳細な分析が必要である。今後の課題としたい。
付記：本稿は、科学研究費補助金基盤研究（C）「韓国・道徳科の成立過程における関連教科カリ
キュラムの分析と考察」（研究代表者：関根明伸）の成果の一部である。
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